


























































































































































Zt＝Yt z（ TtYt），　　z（́ TtYt）＞0，　　z（̋ TtYt）＞0 （12．4）
　（12．4）式では次のことが仮定されている。すなわち，課税の歪曲費用と










min Σ Yt（1＋rt）t  z（ TtYt）



























































































　この国家は 2期間にわたって，外生的な 1人あたり所得フローを y1，y2＞
0 だけ稼得する。ここで y2≧y1 を仮定する。所得税率は t＜1である。それ































































r＝0の場合に，第 1期の最適な負債が ty2 になることが推測できる。すな
わち負債が非常に大きいため，政権を引き継ぐ野党は，その政府収入を全て
債務返済に使わなければならなくなる。例えばもし，右派政党が軍事支出に









































済が可能である。この国は第 1期において負債を最大でも ty1 しか減らすこ
とができない。それゆえ第 2期の負債は d－ty1＝b≧0となる。もし b＞0で
あれば，国際的な貸し手は，現行の国際利子率 r＞0で bと同額の再融資を
行うかもしれない。従って第 2期の負債の支払いは （d－ty1）（1＋r） となる。
　いまや次のことを仮定しよう。すなわち，第 1期の収入が既知である一












である。ただし yi∈｛yH, yL｝ である。何が政府の努力水準 eを決定するかに
ついては，後に立ち戻ることにしよう。
　かくしてその国に期待される，第 2期の最大返済能力は tE1（y2）＝t［ry2H＋





























































q＝   
ty2　　　　　 if ty2＜b（1＋r）
　　 b（1＋r）　　　if ty2＞b（1＋r） （12．9）
　もし q＝ty2 であれば，政府は b（1＋r）－ty2＞0 の金額を債務不履行とす
る必要がある。その場合，債務を返済してから政府に残される，公共財に費









































すなわち，政府の効用関数はとても簡潔であり，第 2期の政府支出 g2 と，
調整努力 eの選好のみで構成される（例えば債務国は常に第 1期に ty1 を返
済しなければならないため，いずれにせよ g1＝0 となる）。政府支出は g2＝
ty2－qで与えられる。ここで qは先に特定化したように，IMFとの契約に
従って政府が支払う，現実の返済額である。
　第 2期の政府消費の期待効用は，関数 E1（u（g2）） によって与えられる。こ








　　  ＝［u（t［ry2H＋（1－r）y2L＋e］－q）］－v（e） （12．10）
　この効用関数における政府の制御変数は，調整努力の水準 eである。調整
努力は必然的にトレード・オフを伴うことは明らかである。一方では，より






















＋r） を満たす全ての水準に対して，政府は tE1（y2） を稼得することを期待
し，そして同額を返済しなければならない。eの上昇は期待収益を増加さ
















＊　 本翻訳は，原著「Essentials of Advanced Macroeconomic Theory」の著者である Ola 







4）　こうした歴史的エピソードについての解説は Reinhart and Rogoff （2009b）を参照
されたい。
